
事業主体 独立行政法人水資源機構 事業名 利根大堰施設緊急改築事業
と ね お お ぜ き し せ つ き ん き ゅ う か い ち く

（前水資源開発公団）

県名 埼玉県・群馬県 関係市町村 行田市他19市16町

(1)利根大堰の役割

利根大堰は、利根川中流に位置しており、首都圏の水需要の急激な増加に対応するため、

利根川水系の総合的な水資源開発計画の一環として着手した利根導水路建設事業において、

昭和40年から昭和43年にかけて建設されたものである。

利根大堰は、次の目的で最大約138m /sの用水を取水している。3

① 見沼代用水、葛西用水等８つの農業用水を統合し、利根川中流部に展開する約28,700

haの水田に安定的に農業用水を供給。

② 利根川上流のダム群により開発した都市用水を武蔵水路及び荒川を経由して東京都、

埼玉県に導水。

、 。③ 利根川の余剰水を取水し 武蔵水路及び荒川を経由して河川浄化のため隅田川に注水

利根大堰は12門のゲートを持つ可動堰であり、諸元は以下のとおりである。

事 堰 長 ：691.7ｍ

魚 道 ：３カ所

護床工 ：一式

取水口 ：幅124.8ｍ

最大取水量：約138m /s3

業 (2)緊急改築事業の目的

利根大堰は、用水の安定供給を通じて農業の発展と首都圏の産業・生活基盤を支える重要

なライフラインであるが、建設後20年以上が経過したことに伴い、利根川の河床低下により

下流側の護床工が破損するなど、施設管理に支障をきたす状態であった。

これに加え、利根大堰上流左岸側に位置する利根加揚水機場は、水田約600haの農業用水

（1.91m /s）を取水する施設であるが、利根川の河床低下やミオ筋の変動により、河川流量3

概 の減少時には十分な取水が不可能となり、仮設ポンプを設置して対応する状態にあった。

このようなことから、利根大堰施設緊急改築事業として、利根大堰の下流護床工等の改築

とともに、利根加揚水機場を利根大堰湛水区域に移設改築（下流約４km地点）することによ

り、施設の安全の確保及び都市用水と合わせた農業用水の安定供給の確保を図ったものであ

る。

要 (3)事業実施概要

受益面積：約28,700ha（埼玉県：約27,200ha、群馬県：約1,500ha）

受益者数：約62,000人

主要工事：利根大堰
２下流護床工改築 約55,000ｍ

魚道改築 ３カ所

利根加揚水機場（移設改築）

取水樋管 一式（堤外水路、樋管等）

機場 一式（上部工、下部工）

ポンプ ２台（立軸斜流ポンプ 径700mm×２）

付帯工 一式（護岸工他）

（平成９年度完了時、単位：億円）総事業費：

全 体 農業用水 都市用水

利 根 大 堰 ４１．７ ２０．９ ２０．８

利根加揚水機場 １６．６ １６．６ －

計 ５８．３ ３７．５ ２０．８

工 期：平成４年度～平成９年度

関連事業：県営かんがい排水事業 利根加用水地区（群馬県）



１．社会経済情勢の変化

(1)社会経済情勢の変化

利根大堰から農業用水を供給している区域のうち、埼玉県東部の関係31市町は、県の政治

・経済・産業の基盤が集中するとともに、首都圏への通勤圏となっており、平成２年から12

年の人口推移をみると、341万８千人から374万５千人へと9.6％増加している。また、群馬

県南部の５市町では、同じく15万３千人から16万人へと4.2％増加している。

埼玉県、群馬県とも、就業構造は第二・三次産業が主体であり、関係36市町の平成12年の

第一次産業就業割合は、埼玉県側が２％、群馬県側が７％で県全体とほぼ同様の傾向を示し

ており、両県とも平成２年からの10年間で大きな変化はみられない。

(2)地域農業の動向

1)農家戸数

関係市町の農家戸数は、平成２年から12年までの10年間で27,740戸から22,078戸に減少

(△20％)しているが、専業農家は3,529戸から3,325戸へと約６％の減少にとどまっている。

2)農業従事者数

関係市町の農業従事者数は、平成２年から12年までに８万7,243人から７万5,402人に減

評 少（△14％）している。

年齢階層別にみると、65歳以上の高齢者の割合が増大しているなか、29歳以下の若年層に

ついては、７年から12年までの５年間で3,824人から4,864人へと1,040人の増加（27％）に

転じている。

3)担い手の育成

平成13年３月時点での農用地面積に占める利用権設定面積 1,394ha 及び利用権設定率 約（ ） （

価 ５％）は、７年12月時点に比べともに増加しており、農地の流動化の進展がうかがわれ、認

定農業者数も、447人（７年）から1,168人（12年）へと2.6倍に増加している。

4)農業生産

関係市町全体の農業粗生産額は、平成２年に1,229億円であったものが、12年には935億

円と減少傾向で推移している。

また、水稲粗生産額は埼玉県全体の60%（12年）を占めているおり、立地条件を活かした

項 近郊農業が展開され、キュウリ、ネギ、ほうれん草等の生鮮野菜を首都圏に供給している。

5)関係県の取組

埼玉県、群馬県の農業を取り巻く環境としては、都市化に伴う農地面積の減少、農家数

の減少と高齢化等の問題を抱えており、両県とも農業政策ビジョンを立て、地域農業のよ

り一層の発展を目指している。

目 (3)受益農家等の状況

関係市町の経営規模別農家割合の推移をみると、２ha未満層が減少傾向（平成２年：76.0

、 ） 、 （ 、 ） 。％ 12年：71.4％ にあるなか ２ha以上層は増加 ２年：7.6％ 12年：8.6％ している

特に５ha以上の大規模農家数は、２年の73戸から12年の158戸に増加しており、経営規模の

拡大が進展している。

また、農家１戸当たりの農業粗生産額については、２年（440万円／戸）から７年（470万

円／戸）にかけて上昇傾向を見せたものの、農産物価格の下落を反映して12年（420万円／

戸）には減少に転じている。

２．事業により整備された施設の管理状況

(1)施設の概況

1)利根大堰

利根川の河床低下による洗掘から利根大堰本体を守るため、護床工を改築し、噛み合わ

、 。せコンクリートブロック構造とすることで 今後想定される河床低下にも対応可能とした

また、３カ所の魚道のうち、１号魚道には魚類の遡上状況を観察できる「大堰自然の観

察室」を設置し、一般の人々が見学に訪れている。



2)利根加揚水機場

利根大堰湛水区域内に移設改築したことにより、河川流量の減少時にも安定した取水が

可能となっている。

(2)施設の利用状況

1)利根大堰

本事業を実施したことにより、農業用水ほか各用水が以下のとおり安定供給されている。

・農業用水（かんがい期において 最大74.023m /s）3

・東京都水道用水（最大17.358m /s）3

・埼玉県水道用水（最大13.493m /s）及び工業用水（最大1.10m /s）3 3

・群馬県水道用水（最大1.02m /s）及び工業用水（最大0.75m /s）3 3

・河川浄化用水（最大30m /s）3

なお、平成11年から15年における平均年間総取水量は18億4,700万ｍ である。３

2)利根加揚水機場

移設改築後は安定した取水が可能となり、平成11年から15年における平均年間総取水量

は1,400万ｍ である。３

評

(3)施設の管理状況

利根大堰と利根加揚水機場は、基幹農業用水路及び都市用水導水施設とともに水資源機構

が管理を行っており、関係する行政機関及び利水者で構成する管理運営協議会において、毎

年度の管理に関する重要事項の調整を行っている。

価 ３．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

(1)維持管理の軽減

毎年のように利根大堰下流護床工の補修を行っていたが（特に昭和63年度は6,600万円を

）、 。 、 、投入 事業実施後はこれらの補修は不要となっている また 利根加揚水機場に関しては

河川流量減少時における仮設ポンプの設置・稼働が不要となり、これらの維持管理作業が解

消され、維持管理の軽減がもたらされている。

項

(2)従前の施設機能の継続発揮

利根大堰に関しては、護床工の改築により堰自体の安全が確保され、安定的な取水機能が

維持されている。

また、利根加揚水機場に関しては、河川流量の変化にかかわらず、安定的な取水が可能と

なり従前の機能が回復している。

目

(3)その他効果

1)利根大堰の下流河川環境への影響の軽減

護床工は堰の直下流河川の床止め機能を有しており、下流河川環境への影響の軽減に寄

与している。

2)利根大堰の遡上魚類の増加

魚道を魚類が遡上しやすい構造に改築したことにより、サケの平均年間遡上量は、改築

前の170尾（平成２年から６年）から改築後には832尾（11年から15年）へと大幅に増加し

ており、また、魚の種類についても明確な増加が確認されている。

3)親水空間の創出

魚道に併設した「大堰自然の観察室」には、年間３万人を超える来場者があり、訪れる

人々に「自然学習の場」や「憩いの場 「安らぎの場」等を提供する親水空間を創出して」、

いる。

４．事業効果の発現状況

(1)政策面の効果

本事業により、利根大堰及び利根加揚水機場の従前の機能が維持・回復され、安定的な

用水の供給が確保されることは、地域農業の発展及び首都圏の産業・生活基盤を支えるう

えで極めて大きな効果を発現している。



特に、埼玉県の「埼玉県民の健康とくらしを支える食料・農業・農山村ビジョン 、群馬」

県の「食と農の群馬新世紀プラン」の展開に当たり、本事業の対象施設による農業用水の安

定供給が不可欠となっている。

(2)農業面の効果

1)取水の安定化

本事業に関係する全ての土地改良区の役職員に対して聞き取り調査を実施した結果 「取、

水の安定が確保された 「この事業は必要であった 「この事業を実施して良かった」等」、 」、

の回答が得られ、取水の安定化により安心して農業が営めることに対する肯定的な意見が

占められた。

また、利根加用水機場の農業用水を使用している受益者を対象としたアンケートでは、

「取水の安定 「水不足の解消」のそれぞれに対し肯定的な回答が８割以上を占めている。」、

2)農業生産性の向上

利根加揚水機場の改築に関しては、関連事業と相まって農業生産性の向上効果が発現し

ており、受益者を対象としたアンケート結果では 「収量の安定」に対して「効果あり 、、 」

「やや効果あり」が合わせて84％であった。また 「用排水の管理労力節減 「用排水路、 」、

評 の賦役（溝さらい等）解消」についても約８割が肯定的であった。

(3)その他効果

1)親水空間の創出

利根大堰の魚道に設置した「大堰自然の観察室」の来訪者（年間３万人）を対象に行っ

たアンケートでは 「観察室の設置により自然に親しむ機会が増えた」とする意見が約９、

価 割であり、自然環境との接点として活用されるなど水辺環境整備効果が見受けられる。

2)学習機会の創設効果

同じく「大堰自然の観察室」は、埼玉県や近隣県の校外学習の場となっており、これま

で延べ445校の小学生等が訪れ、自然観察ができる施設として「学習機会の創設効果」を

発揮している。

項 ５．事業実施による環境の変化

(1)利根大堰の下流河川環境の安定化

利根大堰下流護床工の改築により、主に洪水時における河床の洗掘が軽減され、下流河

川環境の安定化がみられる。

(2)利根大堰の遡上魚類の増加

魚道の改築に際し魚類が遡上しやすい構造としたことにより、サケ・稚アユともに遡

目 上量の増加傾向が確認された。特にサケの遡上量については、市民団体によるサケの

稚魚放流と相まって、急激な伸びを見せる結果となった。今後もその推移を見守る

必要はあるが、魚類の遡上を促進し、河川生態系の保全とその改善に寄与している

ことがうかがわれる。

６．今後の課題等

(1)田植え時期等のきめ細かい取水管理

利根加揚水機場に関するアンケートにおいて、一部の受益者から用水量が増大する田植え

時期等に末端では水が不足するなどの苦情も寄せられている。このため、土地改良区及び関

係機関との連絡調整を密に行い、きめ細かい取水管理によりその解消に努める必要がある。

(2)一般の人々への配慮

「大堰自然の観察室」の来訪者に対するアンケート結果では 「事業を通じて自然環境の、

在り方を広く国民に伝えて欲しい」といった事業のＰＲ不足に対する指摘 「もう少し施設、

を見学者向けに整備して欲しい」といった利用しやすさへの配慮の必要性等に関する意見も

寄せられている。今後もこのような意見に応えるため、より一層の努力を払う必要がある。



(3)適切な維持管理と河川環境の保全

評 本事業により整備された施設の管理に当たっては、用水の安定供給及びコスト縮減意識を

念頭においた適切な維持管理を行うことが重要である。また、河川への不法投棄等が多く、

取水操作やゴミの撤去に苦労している実態をふまえ、河川環境保全の意識を根付かせるため

価 に、河川へのゴミの投棄の不法性や自然環境保護の啓発を継続的に実施することが必要で

ある。

項 (4)地域用水機能の発現

見沼代用水をはじめとして地域を農業用水が流れることにより、かんがいに利用される農

業生産面での役割以外に、景観形成、親水、生態系保全等の役割を果たしている。これらの

目 地域用水機能が発現していることを明確にし、一般の人々の理解を促進するとともに、かん

がい期のみならず冬期においても用水が取水できるよう関係機関と調整していく必要があ

る。

総 利根大堰については、下流護床工の改築により施設の安全が確保され、都市用水と合

わせた農業用水の安定供給が実現されるとともに、護床工の補修費が不要となるなど維

合 持管理費の節減が図られている。また、利根加揚水機場については、利根大堰湛水区域

に移設改築したことにより安定的な取水と維持管理の軽減が実現している。

評 これらにより、地域農業の振興に大きく寄与しているとともに、利根大堰の護床工が

下流河川環境への影響を軽減し、また、魚道の改築が魚類の遡上を促進しているなど、

価 環境面において効果を発現している。

○ 本事業は、地域農業の振興に大きな役割を果たしてきた施設について全面的並びに部分的

第 な改築を行うことにより、施設機能の保全あるいは回復が図られ、施設の安全とともに農業

用水の安定供給が確保されており、また、維持管理費も節減されていることから、事業目的

三 に即した効果が発現していると評価できる。

者 ○ さらに、洪水時における利根大堰の下流河川環境への影響を軽減し、改築した魚道を遡上

する魚類が増加しているなど、環境面での効果も発現しているほか、地域に農業用水が流れ

委 続けることにより、農業以外の面で様々な効果が発現する地域用水機能も維持されている。

員 ○ なお、本事業に限らず、地域用水機能を含む農業用水の環境便益については、これまでの

費用対効果分析では明確に算定されてきておらず、どのように評価を行うか検討する必要が

会 ある。

の

意

見


